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平成 19 年度法人本部事業報告 
社会福祉法人 原町成年寮 

     内主な課題 
 
 多機能型センターの建設 
 葛飾区が主張している生活介護対象者用の送迎バス廃止方針と併せて、法人内の企業就

労限界者対策として立石地区に日中活動の場が求められており、様々な機能を持つ複合的

なセンターの建設を計画する。用地の確保とともに関係機関との協議を進める。この実現

に向け都の施設設備費補助金を申請する。 
 
 複合的なセンターの建設に向け用地を探した結果、立石一丁目に空きビルが候補として

上がった。福祉医療機構からの融資に目処がつき２月２９日の売買契約に至った。３月か

ら多機能型事業所としての改修工事が進められている。 
工事完了時点で地域生活援助センターの拠点をここに移し、７月には 2 階に奥戸福祉館と

一体化した生活介護事業。３階にセンター事務所。４階に通勤寮と連携した就労移行事業

をスタートさせる。さらに１０月には重度重複ケアーホームの開設が待たれる。 
 
 
 就労支援センターを奥戸福祉館に設置 
 奥戸福祉館の利用者のみならず、法人全体の利用者と在宅障害者の就労希望に応えるべ

く、法人独自の就労支援センターの拠点を奥戸福祉館に設置し、関係機関との連携を図り

ながら実績を積み上げる。 
 
 原町成年寮就労支援センターとしての拠点を奥戸福祉館に置いた。２０年度オープンと

なる立石一丁目の地域支援センターへ拠点を移動させたい。職場開拓及び職場適応援助事

業（ジョブコーチ３名）の実績も上げてきた。ジョブコーチ利用者数３５名 内訳 在宅

障害者２７名原町利用者８名 男２１名女１４名 
 
 
 通勤寮 
 就労の安定と社会自立に向けた支援が続けられている。現在も養護学校の卒後対策等の

ニーズは高く、体験実習の受け入れ件数も多い。 
従来の役割が担える施設として通勤寮機能の存続が求められており、都に働きかける。 
 
 平成２２年度まで指定管理事業者として認定され、２３年度以降民間移譲に向けた協議

が進められている。 
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 奥戸福祉館 
 自立支援法による新たなサービス体系で、就労支援事業へと切り替えが求められており

就労を中心にした施設として工賃アップを目標に据える。パン工房については、他店と競

合で出来うる商品作りと販路の拡大に努める。 
 
 ２１年度４月に、現在の通所授産施設から就労継続 B 型事業及び生活介護事業への移行

が計画されている。 
 パン工房は、専門家の指導を受けたことにより、品数も増え売上高が前年度の２倍に達

し、工賃にも反映させることができた。 
 
 
 GHCH グループホームケアホーム地域生活援助センター 
 通勤寮の卒寮生を含めて入居希望者は多く、その受け皿作りが求められている。さらに

重度重複ケアーホームの開設も計画したい。 
 
 GHCH５箇所の新設とユニットの定員増により３月末現在２４８名の在籍者と支援登録

者（既婚者含め２４名）の地域生活を支えている。重度重複ケアーホームの開設も現実に

向け動き出した。 
 
 
 都外事業（生活寮）の整理と地元団体への移管について調査検討する。 
 
 ３月末までに都外の委託型生活寮・グループホームの利用者を、地元の法人等へ支援を

お願いした。利用者の生活も支障なく続けられている。 
 小諸生活寮跡地の売却が課題となっている。 
 
 
 人事交流 
 奥戸福祉館も含めた法人内部の人事交流を図り、事業間の連携によって法人全体を活性

化させて行きたい。また事業の広がりによる人材の確保と育成に努める。 
 
 新規事業の開所に向けた人材の確保と人事交流を図った。職員からの資格取得や研修希

望に勤務時間を含め可能な範囲で援助してきた。 
 
 
 各事業所の利用希望者に対して、法人内のどこの部門が受けて希望に応えてゆくか、法

人の一体化したケアーマネージメント機能を確立させたい。その第一段として通勤寮と援

助センター合同の主任会議が、この機能を持つべく試行する。 
 
 継続課題とする。 
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 立石寮における葛飾区緊急一時保護事業は、今まで利用受付窓口が区に限られていたと

ころがあるが、４月以降は受託法人も直接の受付が可能となった。奥戸福祉館の家族から

もレスパイト利用のニーズは高く、気軽に利用し易い法人独自のシステムを作り上げて行

きたい。 
 
 法人独自システムの立ち上げまでに至らず継続課題とする。 
 
 
 経理事務については、事業規模の広がりに伴って事務量が増えている。合理化と共に会

計事務所との契約により、経理上の指導を受けつつ透明化を図る。さらに利用者の個別支

援計画も重要視されており、経理の合理化と併せて IT 機器の導入を進めたい。 
 
 IT 機器の導入と合わせて事務スタッフの増員と外部委託等で負担の軽減を図った。 
利用者の個別支援記録については、新たなパソコンシステムを導入したことで、事業所間

のネットワーク化が実現し情報の共有が図られてきた。 
 
 
 ２００７年問題に向けた世代交代準備と、各事業管理責任者の権限と責任の明確化も引

き続き進めてゆく。 
 
 寮長の交代と新規事業の立ち上げに合わせて中堅職員の管理者への登用も実現した。 
権限と責任については継続課題とする。 
 
 
 法人事業全体の広報を担う、ホームページの保守と更新に努める。かわら版と奥戸福祉

館やまもも通信の共同発行にも取り組む。法人全体の広報についてプロジェクトを立ち上

げる。 
 
 ホームページの更新を業者の協力により実現した。法人全体の広報委員会を立ち上げて

２０年度にはスタートさせたい。 
 
 
 外部の第三者評価機関の審査を受け、運営に役立てる。 
 
 通勤寮及び奥戸福祉館が第三者評価を受け利用者支援と運営に反映させた。 
 


